





























２．「比較法方法論 ― 機能的比較法における比較対象の決定方法 ―」
（成城学園８０周年記念・成城大学法学部２０周年記念「２１世紀を展望
する法学と政治学」信山社１９９９年，４７－９７頁）
３． Une méthode pour déterminer les objets de comparaison du point de vue
du droit comparé fonctionnel – en tant que celle qui concerne l’étude
comparative pour élaborer la notion nouvelle de la société de façade dans
le principe juridique japonais de la remise en cause de la personnalité
juridique de la société de façade – (SEIJO LAW REVIEW, No. 77, 2008,
P. 1−34 (294-261)).
〔〕 会社法人格否認の法理
１．「フランス法における会社の和議又は破産手続きの会社指揮者への伸
張」（田中誠二先生米寿記念論文「現代商事法の重要問題」経済法令
研究会１９８４年，２９０－３０２頁）
２．「仏法，和議・破産に関する１９６７年７月１３日法律第９９条は，法人格
異別性濫用の比較法的研究における比較の対象となり得るか」（喜多
了祐先生退官記念論文集「商事法の現代的課題」中央経済社１９８５
年，１２１－１３７頁）
３．「形骸に基づく法人格否認の法理，に関する日仏間の比較法的研究」
（日本私法学会「私法」４９号・１９８７年，１９４－２０１頁，欧文２４０－２３８
頁）
４．
 ．「形骸に基づく法人格否認の法理における形骸概念の再構成（一）
－日仏法間の比較を中心として－」（「成城法学」２５号・１９８７年，
１－３３頁）
成城法学７９号（２０１０）
１２８・（９５）
 ．「形骸に基づく法人格否認の法理における形骸概念の再構成（二）
－日仏法間の比較を中心として－」（「成城法学」２６号・１９８７年，
３１－１２６頁）
．「形骸に基づく法人格否認の法理における形骸概念の再構成（三）
－日仏法間の比較を中心として－」（「成城法学」３０号・１９８９年，
４１－１０５頁）
．「形骸に基づく法人格否認の法理における形骸概念の再構成（四）
－日仏法間の比較を中心として－」 (「成城法学」３５号・１９９０年，
４３－９１頁）
．「形骸に基づく法人格否認の法理における形骸概念の再構成（五）
－日仏法間の比較を中心として－」（「成城法学」４０号・１９９２年，
２７－５８頁）
．「形骸に基づく法人格否認の法理における形骸概念の再構成（六）
－日仏法間の比較を中心として－」（「成城法学」４１号・１９９２年，
３１－１１９頁）
．「形骸に基づく法人格否認の法理における形骸概念の再構成（七）
－日仏法間の比較を中心として－」（「成城法学」５２号・１９９６年，
１０７－１７４頁）
．「形骸に基づく法人格否認の法理における形骸概念の再構成（八）
－日仏法間の比較を中心として－」（「成城法学」５５号・１９９８年，
１０５－１３５頁）
．「形骸に基づく法人格否認の法理における形骸概念の再構成（九）
－日仏法間の比較を中心として－」（「成城法学」５８号・１９９８年，
６５－１２８頁）
．「形骸に基づく法人格否認の法理における形骸概念の再構成（十）
－日仏法間の比較を中心として－」（「成城法学」６１号・２０００年，
１２７－１５９頁）
	．「形骸に基づく法人格否認の法理における形骸概念の再構成（十一）
－日仏法間の比較を中心として－」（「成城法学」６２号・２０００年，
井上 明先生略歴・主要業績
（９４）・１２９
１６３－２１０頁）
 ．「形骸に基づく法人格否認の法理における形骸概念の再構成（十二）
－日仏法間の比較を中心として－」（「成城法学」６５号・２００１年，６７
－１２４頁）
．「形骸に基づく法人格否認の法理における形骸概念の再構成（十三）
－日仏法間の比較を中心として－」（「成城法学」６９号・２００２年，
１８５－２３４頁）
．「形骸に基づく法人格否認の法理における形骸概念の再構成（十四）
－日仏法間の比較を中心として－」（「成城法学」７３号・２００５年，
１－４２頁）
．「形骸に基づく法人格否認の法理における形骸概念の再構成（十五）
－日仏法間の比較を中心として－」（「成城法学」７６号・２００７年，
１－５９頁）
〔 〕 取締役の善管注意義務・忠実義務
１．
．「英米法上の『忠実義務』と仏法上の『善良な家父の注意を尽くす
べき義務』（一）」（「成城法学」４５号・１９９３年，７７－１１１頁）
．「英米法上の『忠実義務』と仏法上の『善良な家父の注意を尽くす
べき義務』（二）」（「成城法学」４６号・１９９４年，９９－１６８頁）
２．「取締役の会社に対する責任－忠実義務と善管義務－」（田中誠二先生
追悼論文集「企業の社会的役割と商事法」経済法令研究会１９９５年，
１９３－２０６頁）
〔〕 企業結合
１．「フランスにおける局外株主の情報」（「成城法学」１号・１９７８年，２７－
４７頁）
２．「フランス法における局外株主の保護手段」（「成城法学」２号・１９７８
年，３３－５７頁）
成城法学７９号（２０１０）
１３０・（９３）
３．「フランス法における支配権の譲渡の際の局外株主の保護」（「成城法
学」３号・１９７９年，１－２５頁）
４．「フランスにおける会社グループに関するクステ法案，についての若
干の考察」（「成城法学」７号・１９８０年，１－６７頁）
５．「フランス法における局外株主の保護」（吉永榮助先生古稀記念「進展
する企業法・経済法」中央経済社・１９８２年，１３１－１５７頁）
〔 〕 海商法
１．「傭船契約と矛盾する船荷証券の裏書を受けた荷受人たる傭船者と船主
間の法律関係」（「東京商船大学研究報告（人文科学）」２１号・１９７０年，
５１－７０頁）
２．「離路と債務不履行に基づく解除」（「東京商船大学研究報告（人文科
学）」２２号・１９７１年，１５－３９頁
３．
 ．「滞船料に関する一考察

１ －船積陸揚遅滞と損害賠償－」（成城大
学「経済研究」４０号・１９７２年，１３５－１５５頁）
 ．「滞船料に関する一考察

２ －船積陸揚遅滞と損害賠償－」（成城大
学「経済研究」４２号・１９７３年，１４３－１６４頁）
．「滞船料に関する一考察

３ －船積陸揚遅滞と損害賠償－」（成城大
学「経済研究」４３号・１９７３年，１１１－１２６頁）
〔〕 証取法，その他
１．「内部者取引規制，諸外国における規制の状況－フランス－」（改正証
取法と金融先物取引法の解説と研究「金融・商事判例」増刊号８０６号
・１９８８年，７１－７７頁）
２．「各国会社法の動向－フランス－」（商法・有限会社法改正法の研究
「金融・商事判例」増刊号８５６号・１９９０年，１７５－１８３頁）
３．「諸外国における監視・監督機構－フランス－」（金融・証券不祥事の
法的改善策の研究「金融・商事判例」増刊号９０７号・１９９３年，５５－
井上 明先生略歴・主要業績
（９２）・１３１
６０頁）
〔 〕 経済法
１．
 ．「不当な取引制限における合意の立証に関する若干の考察（一）」
（成城大学「経済研究」４６号・１９７４年，１２３－１５１頁）
 ．「不当な取引制限における合意の立証に関する若干の考察（二）」
（成城大学「経済研究」４７・４８合併号・１９７４年，２４１－２７３頁）
．「不当な取引制限における合意の立証に関する若干の考察（三）」
（成城大学「経済研究」４９号・１９７５年，１８７－２１９頁）
．「不当な取引制限における合意の立証に関する若干の考察（四）」
（成城大学「経済研究」５０号・１９７５年，４７－７６頁）
〔〕 民法
１．「任意代理人による受託事務再委託に関する若干の考察」（「東京商船
大学研究報告（人文科学）」１８号・１９６８年，１～３１頁）
三 判例研究
１．「海上危険の意義」（「損害保険判例百選」別冊ジュリスト７０号・１９８０
年，１９２－１９３頁）
２．「小規模同族株式会社と会社法人格形骸化に基づく法人格否認の法理」
（「金融・商事判例」６１４号・１９８１年，４９－５４頁）
３．「商法２９４条の検査役選任申請の要件－申請株主が平取締役である場合
－」（「金融・商事判例」６４０号・１９８２年，４７－５５頁）
４．「法人格否認の法理により代表取締役たる株主の手形債務が会社に伸張
された事例」（「金融・商事判例」６５６号・１９８２年，４７－５５頁）
５．「融通手形の振出と代表取締役の商法２６６条ノ３に基づく損害賠償責
任」（「金融・商事判例」６８５号・１９８４年，４７－５６頁）
６．「財産混同は形骸化に基づく法人格否認の法理により有限会社の社員の
成城法学７９号（２０１０）
１３２・（９１）
有限責任を否認するための必要条件ではないとされた事例」（「金融・商
事判例」７２３号・１９８５年，４２－５１頁）
７．「仕入れ会社及び販売会社を使い分ける法人格濫用に基づく法人格否認
により仕入れ会社の買掛金債務が販売会社に伸張した事例」（「金融・商
事判例」１０１５号・１９９７年，４６－５１頁）
８．「持分の相続と訴訟の承継」（「会社判例百選（第６版）」別冊ジュリスト
１４９号・１９９８年，１９２－１９３頁）
井上 明先生略歴・主要業績
（９０）・１３３
